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１ ２つの施設の指定管理者を一体的に募集することについて 

御殿場市立図書館は、昭和５６年に現在の図書館がオープンし、市民の資料・情報セン

ターとなり、生涯学習や知の拠点として多くの市民から愛され、利用されています。 

一方、富士山市民のサロン けやきかんは、「市民が集う生涯学習と憩いの場」をコンセ

プトに令和３年４月６日に開館し、市民の生涯学習の拠点及び、主に中高生の学習スペー

スとして多くの市民から喜ばれ、利用されています。 

この２つの施設は、生涯学習の拠点というキーワードで結ばれており、本を媒体に人と

人を結びつけ、活動と憩いの輪を広げる重要な役割を担っています。そのため、２つの施

設を一体的に管理運営していくことで、相乗効果が生まれ、それぞれの施設が持つポテン

シャルをより発揮できるものと考えています。 

この様な観点から、両施設を一体的に管理し、効率的・効果的な管理運営を図るととも

に、市民サービスのより一層の向上を目指して、御殿場市立図書館と富士山市民のサロン 

けやきかんを一体として指定管理者制度を導入することといたしました。 

ついては、「御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例」に基づき、別

冊「御殿場市立図書館 指定管理者公募要項」及び別冊「富士山市民のサロン けやきか

ん指定管理者公募要項」のとおり両施設を一体として指定管理者を募集します。 

 

２ 公募に関する２施設の共通事項 

（１）管理の指定期間 

指定の期間は、令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間とします。

ただし、手続条例第１４条に基づき、市（教育委員会）が管理を継続することが適当

でないと認める場合には、その指定を取り消すことがあります。 

 

（２）利用料金制 

   指定管理者及び市(教育委員会)の事務効率を図るため、地方自治法第２４４条の２

第８項に基づく「利用料金制」を導入します。 

 

（３）現在の管理運営体制 

シダックス大新東ヒューマンサービス株式会社が、令和５年４月１日から令和８年

３月３１日まで指定管理者制度により運営しております。 

 

３ 公募について 

各施設の公募に関して、詳細は「御殿場市立図書館 指定管理者公募要項」及び「富士

山市民のサロン けやきかん 指定管理者公募要項」を参照してください。なお、２つの

施設の一体的な管理運営方法については「他の施設との連携」の中で必ず提案をしてくだ

さい。 
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４ 申請方法 

本公募に応募・申請する場合は、別紙「提出様式一覧」に従い、御殿場市立図書館へ申

請書類を提出してください。 

（１）申請書類 

市立図書館及び富士山市民のサロンの２施設の書類をチューブファイル１冊に綴じ

て提出してください。書類のサイズはＡ４サイズ縦を原則としますが、説明を行う上

で必要不可欠な場合のみＡ４サイズ縦の大きさに折り込んだ書類の使用を認めます。

書類を種類ごとに分ける際はラベルや間紙を用い、ホチキス等で綴じることはしない

でください。なお、書類は左綴じとします。 

 ① 提出部数：別紙「提出様式一覧」のとおりとします。 

② 指定管理者指定申請書・誓約書 

様式第１号 

※グループ申請の場合、グループ（共同体）構成員届等（様式第１４号関係）、グル

ープ内の協定・委任に係る書類の写しを提出してください。 

③ 事業計画書（各施設ごと作成） 

内容は様式第１０号に記載のとおり 

ア 団体の概要等について 

イ 各施設の運営に関する計画について 

ウ 各施設の管理業務に関する計画について 

エ 全体の収支計画について 

オ その他各施設の事業計画等 

④ 事業者に関する書類  

※グループ申請の場合は、各構成団体も以下の書類を提出してください。  

ア 職員・従業員等調書（様式第１２号） 

イ 申出団体概要調書（様式第１３号） 

ウ 類似施設等管理運営実績表（様式第１５号）※各施設、実績がある場合のみ提出 

エ 定款の写し及び登記事項証明書又は法人若しくは団体の概要が分かるもの 

 ａ 法人にあっては当該法人の登記事項証明書、法人以外の団体にあっては代表者

の住民票の写し 

 ｂ 法人等の経歴と実績、代表者の履歴、役員の構成、氏名 

 ｃ 事業概要又はこれに準ずるもの（パンフレット可） 

オ 経営、運営状況を明らかにする書類（過去３ヵ年分：令和元年度～令和３年度） 

 ａ 貸借対照表及び損益計算書又はこれに類するもの 

 ｂ 財産目録 

   ｃ 納税証明書（法人税、法人市民税、固定資産税、消費税及び地方消費税） 
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（２）書類の綴じ方 

   別紙「提出様式一覧」を参考に以下の順とする。 

 ① ２施設共通様式 

  ア 指定管理者指定申請書（様式第１号）・誓約書 

  イ グループ（共同体）構成員届等（様式第１４号関係）、グループ内の協定・委任

に係る書類の写し ※グループ申請の場合のみ 

  ウ 職員・従業員等調書 

  エ 申出団体概要調書 

  オ 定款の写し 

  カ 登記簿謄本 

  キ 法人等の経歴と実績、代表者の履歴、役員の構成、氏名 

  ク 事業概要又はこれに準ずるもの（パンフレット可） 

  ケ 貸借対照表及び損益計算書又はこれに類するもの 

  コ 財産目録 

  サ 納税証明書（法人税、法人市民税、固定資産税、消費税及び地方消費税） 

 ② 各施設作成が必要な様式 

  ※市立図書館編、富士山市民のサロン けやきかん編とインデックスで仕切ること。 

  ア 事業計画書（様式第１０号に記載の内容） 

  イ 各施設の管理に関する業務の収支予算書（様式第１１号その１） 

  ウ 各施設の管理に関する業務の支出明細書（様式第１１号その２） 

  エ 各施設の保守及び維持管理等の外部委託予定（様式第１１号その３） 

  オ 類似施設等管理運営実績表 


